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○松沢成文君 みんなの党の松沢成文でございます。 

 私は、みんなの党を代表いたしまして、政府提出の地方教育行政法

改正案に対して、反対の立場から討論をいたします。 

 教育委員会制度は、戦前の中央集権的な教育行政への反省から、昭

和二十三年、首長から一定の距離を置く独立の行政機関として導入さ

れました。その後、公選制の廃止などの改正はありましたが、抜本的

な改正は行われることなく今日に至っております。 

 この間、教育委員会は、権限と責任の所在が不明確であること、地

域住民の意向の反映が不十分であること、審議等が形骸化しているこ

と、迅速性、機動性が欠如していることなど、様々な問題を指摘され

てまいりました。また、首長が独立した立場を保ちながら非常勤の教

育委員で構成される教育委員会は、実態として教育長を中心とする教

育専門職による閉鎖的共同体を生み出し、文部科学省を頂点とする上

意下達の中央集権型教育行政を維持するための装置となっているとの

批判もあります。 

 このような諸問題に対応するために、この度、政府が一つの改革案

を提示したことについては評価をするところであります。しかしなが

ら、本改正案をもって、巷間言われるような六十年ぶりの抜本的改革

と言うことは到底できません。 

 そもそも、本改正案でも、責任の所在は不明確なままであります。

衆参両院での質疑を通じ、総合教育会議において、重大事案への対処

や大綱策定の方針について、首長と教育長の意見が対立した場合には

どうなるのかが繰り返し問われましたが、下村大臣は、あくまで協議

し調整を尽くすことが必要と答弁するのみであり、明確な回答を示す

ことはできませんでした。 

 また、教育長には教育行政に関し識見を有するものとの要件が課さ

れましたが、専門性のハードルが上がることにより、教育専門職によ

り構成される共同体の閉鎖性は今以上に高まり、教育委員会がますま

す形骸化することも容易に予想されるところであります。教育委員会

の理念であるレーマンコントロールは一体どこへ行くのでしょうか。 

 振り返れば、この十年間、幾つもの総理の諮問機関や地方団体が、

教育委員会制度の抜本的改革を求める答申や要望を出してまいりまし

た。平成十六年には地方分権改革推進会議が、平成十七年には第二十
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八次地方制度調査会が、平成十八年には全国市長会・全国町村長会、

経済財政諮問会議、そして規制改革・民間開放推進会議がそれぞれの

立場から教育委員会制度の抜本的改革を求めてまいりました。さらに、

平成二十五年にも、改めて第三十次地方制度調査会と全国知事会を始

めとする地方六団体が抜本的な改革を求める答申や意見を提出してい

るのであります。 

 そして、これらの答申や要望書が求める抜本的改革案とは、その全

てが、教育委員会の必置規制を外し、教育委員会を設置するかしない

かを地方自治体の選択に委ねる選択制を導入することにほかなりませ

ん。なぜ政府は多くの団体が求める抜本的改革案を無視するのでしょ

うか。 

 人口僅か千人にも満たない小さな自治体から一千万人を超える巨大

な自治体が存在するにもかかわらず、十把一からげに全国一律の制度

で縛ろうとすること自体、到底無理であります。 

 小さな自治体の中には、教育委員を集めることができず充て職にし

ているところや、他の自治体に住んでいる者を選任しているところも

あります。このような自治体に教育委員会を設置する意味はどこにあ

るのでしょうか。一方で、現行の教育委員会制度の下でも大きな改革、

そして教育成果を上げている自治体もあります。このような自治体に

新しい制度を押し付ける必要はあるのでしょうか。 

 それぞれの自治体は、人口、人材、経済力、そして、歴史、文化、

風土までも多種多様であります。その地域の特性を生かした地域の教

育文化に合う制度を首長、議会、地域住民が議論し、判断し、そして

導入することが地域民主主義や地方自治の推進につながるのでありま

す。 

 安倍総理は、さきの参議院本会議において、選択制に対して、どの

地域においても責任ある体制を構築する観点から統一的な仕組みとす

ることが必要であると述べ、否定的な見解を示されました。 

 私も、教育において、国がナショナルミニマムを保障する必要は当

然あると考えています。国において教育基本法を制定し、学習指導要

領を定め、あるいは教科書検定を行って方針や基準を示すことは極め

て重要であります。 

 しかしながら、地方の教育行政は地方自治体の自治事務であります。

国は、教育の方針や基準を示すことに特化し、教育の実務は地方に任

せるべきです。国による責任ある体制の名の下に、地方教育行政の枠

組みまで全国一律とすることは、過度のパターナリズムであり、地方



を信頼していないことのあかしであります。 

 このように、地方からの改革要望を無視し、上から一律の制度を一

方的に押し付ける本改正案を支持することはできません。 

 みんなの党は、地方教育行政における地域の自主性と多様性を尊重

し、地方分権と規制改革を推進する立場から、文教科学委員会におい

て選択制を実現するための修正案を提出しておりましたが、残念なが

ら否決されました。 

 しかしながら、地方分権推進と規制改革は時代の大きな流れです。

いずれまた選択制を議論する日が必ず来ると確信しています。教育委

員会制度改革は、本改正案をもって終わったわけではなく、まさに本

改正案によって端緒に就いたのであります。 

 みんなの党は、時代の流れとともに変わっていく地方教育行政への

要望を常に取り込み、これからも不断の教育改革を続けていくことを

国民の皆様にお誓いしまして、討論を終わります。 

 御清聴ありがとうございました。（拍手） 

 


